






































 

標記の課題を担当するにあたり,母子保健活動が母子の受療を増すことをもっ

て活動の成果とするのか,減少することをもって活動の成果とするのか先ず検

討されなければならないと考える。疾病傷害の早期発見ないしは早期治療の教

育の行きすぎと,国民皆保険制度に基づく医療費の廉価さとから,本来医療施設

の受診の対象とならないケースが受診している傾向がある。別の表現をすれば,

健康問題を自分の問題として解決しようとせずに医療施設に安易に依存してい

る傾向がある。この傾向が母子保健活動の成果といえるかどうか問題である。 


